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１ 第１号被保険者保険料の算定 

 

（１）介護保険料の概要 

 

介護保険制度の財源は、公費と保険料となっています。介護給付費の財源は、公費が５０％、６５歳以上の第１号被保険者及び４０歳以上６５

歳未満の第２号被保険者の保険料が５０％となっています。 

地域支援事業費の財源も公費と保険料で賄われていますが、介護予防・日常生活支援総合事業については、介護給付費に準じた財源構成であり、

それ以外の事業では、第２号被保険者負担分に公費が充てられています 

この介護給付費及び地域支援事業費のうち、第１号被保険者の保険料の概略は、次のようになります。 

 

■介護保険料基準額の算定方法の概略 
 

介護保険料基準額の算定は、以下に示すＡをＢで割って導き出されます。 
 

Ａ：（標準給付費見込額＋地域支援事業費）× 第１号被保険者負担割合 

Ｂ： 第１号被保険者数 

 

※ 標準給付費見込額は、総給付費、特定入居者介護サービス費等給付額、高額介護サービス等給付額、算定対象審査支払手数料の合計とな

ります。 

※ 実際の算定に当たっては、Ａの額から調整交付金及び給付費準備基金の額が控除され、収納率が加味されます。 

（参考数値）第６期における主要な数値 

  ・調整交付金見込割合 約６パーセント 

   （調整交付金＝標準給付費見込み額×調整交付金見込交付割合） 

  ・給付費準備基金   約９．５億円 

  ・予定保険料収納率  ９８パーセント 
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（２）第６期における介護保険料段階     

 

第６期における標準段階（政令で規定する段階）は、第５期までの標準段階が大きく見直されました。 

標準段階が６段階から９段階に見直され、本広域連合の保険料段階では、特例第４段階及び第５段階として設定されていた部分が、標準段階に

組み込まれました。 

ただし、第５期に設定した上位所得者に対する段階設定については、第６期も継続をしています。 

 

■ 保険料段階の比較（第５期及び第６期） 
 

第５期事業計画における保険料段階 
 

第６期事業計画における保険料段階 

段階 要件 料率 段階 要件 料率 

第１段階 生活保護者、老齢福祉年金で世帯全員非課税 0.5  
第１段階 

生活保護者、老齢福祉年金で世帯全員非課税及び

世帯全員非課税・年金＋所得が80万円以下 
0.5 

第２段階 世帯全員非課税・年金＋所得が80万円以下 0.5  

特例第３段
階 

世帯全員非課税で年金＋合計所得が120万円以下 0.66  第２段階 世帯全員非課税で年金＋合計所得が120万円以下 0.75 

第３段階 世帯全員非課税で上記を除く 0.75  第３段階 世帯全員非課税で上記を除く 0.75 

特例第４段
階 

本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で年金

＋所得が80万円以下 
0.91  第４段階 

本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で年金

＋所得が80万円以下 
0.9 

第４段階 
本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で上記

を除く 
1.0  第５段階 

本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で上記

を除く 
1.0 

第５段階 本人課税所得が125万円未満 1.16  第６段階 本人課税所得が120万円未満 1.2 

第６段階 本人課税所得が125万円以上200万円未満 1.25  第７段階 本人課税所得が120万円以上190万円未満 1.3 

第７段階 本人課税所得が200万円以上400万円未満 1.5 

 

第８段階 本人課税所得が190万円以上290万円未満 1.5 

第９段階 本人課税所得が290万円以上400万円未満 1.7 

第８段階 本人課税所得が400万円以上600万円未満 1.75 第10段階 本人課税所得が400万円以上600万円未満 1.9 

第９段階 本人課税所得が600万円以上 2.0 第11段階 本人課税所得が600万円以上 2.1 
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■ 第６期事業計画における保険料段階 

                                                                                                  

段階 要件 率 月額(円) 年額(円) 

第１段階 生活保護者、老齢福祉年金で世帯全員非課税及び世帯全員非課税・年金＋所得が80万円以下 0.5 2,635 31,620 

第２段階 世帯全員非課税で年金＋所得が120万円以下 0.75 3,953  47,436  

第３段階 世帯全員非課税で上記を除く 0.75 3,953  47,436  

第４段階 本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で年金＋所得が80万円以下 0.9 4,743  56,916 

第５段階 本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で上記を除く 1.0 5,270  63,240  

第６段階 本人課税で所得が120万円未満 1.2 6,324 75,888 

第７段階 本人課税で所得が120万円以上190万円未満 1.3 6,851 82,212 

第８段階 本人課税で所得が190万円以上290万円未満 1.5 7,905 94,860 

第９段階 本人課税で所得が290万円以上400万円未満 1.7 8,959 107,508 

第10段階 本人課税で所得が400万円以上600万円未満 1.9 10,013 120,156 

第11段階 本人課税で所得が600万円以上 2.1 11,067 132,804 

※公費による保険料軽減の強化 

＊介護保険法施行令で規定される標準段階とは別に、別枠公費による軽減強化が介護保険法によって規定されています。しかし、消費税 10％へ

の改定による財源を充てる予定としていたため、第６期では第１段階のみの実施となりました。 

（単位：円） 

段階 率 月額(円) 年額(円) 

第１段階 
標準 0.5 2,635 31,620 

軽減後 0.45 2,372 28,464 
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※ 第６期における保険料改定イメージ図（第６期計画策定当時） 
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（参考）第６期介護保険事業計画期間における賦課収納状況 

                                                                （単位：円） 

第 

６ 

期 

平成 27年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 5,220,151,736 5,220,151,736 0 100.00 83,429 90.96  
 

普通 524,352,121 444,710,901 79,641,220 84.81 8,291 9.04  79,641,220 

全体 5,744,503,857 5,664,862,637 79,641,220 98.61 91,720 100.00  79,641,220 

滞納繰越分普通徴収保険料 173,004,995 36,466,032 136,538,963 21.08 
  

44,734,420 91,804,543 

平成 28年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 5,398,353,620 5,398,353,620 0 100.00 85,513 91.45  
 

普通 519,079,897 444,245,453 74,834,444 85.58 8,000 8.55  74,834,444 

全体 5,917,433,517 5,842,599,073 74,834,444 98.74 93,513 100.00  74,834,444 

滞納繰越分普通徴収保険料 171,226,147 42,607,455 128,618,692 24.88 
  

42,203,866 86,414,826 

平成 29年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 5,569,703,352 2,723,822,201 2,845,881,151 48.90 88,621 93.59   

普通 453,126,979 216,457,286 236,669,693 47.77 6,069 6.41  ― 

全体 6,022,830,331 2,940,279,487 3,082,550,844 48.82 94,690 100.00  ― 

滞納繰越分普通徴収保険料 161,257,370 25,050,189 136,207,181 15.53%   ― ― 

※平成２９年１０月３１日現在 
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（参考）第５期介護保険事業計画期間における賦課収納実績 

                                                                （単位：円） 

第 

５ 

期 

平成 24年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 4,708,151,511 4,708,151,511 0 100.00 76,782 90.72  
 

普通 473,456,565 395,738,884 77,717,681 83.59 7,852 9.28  77,717,681 

全体 5,181,608,076 5,103,890,395 77,717,681 98.50 84,634 100.00  77,717,681 

滞納繰越分普通徴収保険料 123,665,078 24,928,652 98,736,426 20.16 
  

30,689,729 68,046,697 

平成 25年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 4,852,520,329 4,852,520,329 0 100.00 78,840 90.65   

普通 491,652,001 413,373,897 78,278,104 84.08 8,129 9.35  78,278,104 

全体 5,344,172,330 5,265,894,226 78,278,104 98.54 86,969 100.00  78,278,104 

滞納繰越分普通徴収保険料 145,620,289 32,225,082 113,395,207 22.13   31,028,004 82,367,203 

平成 26年度 

特普別 調定額 収入済額 未納額 収納率(%) 保険者数(人) 特普割合(%) 不納欠損額 滞納繰越額 

特別 4,984,880,498 4,984,880,498 0 100.00 81,036 90.61 
  

普通 526,384,503 444,596,289 81,788,214 84.46 8,402 9.39  81,788,214 

全体 5,511,265,001 5,429,476,787 81,788,214 98.52 89,438 100.00  81,788,214 

滞納繰越分普通徴収保険料 160,600,516 30,234,329 130,366,187 18.83   39,086,086 91,280,101 
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２ 介護保険料に影響する全国的な制度要因 

 

介護保険料を算定するにあたり、その基本的な考え方は、国の方針に則り、法令等に準拠した算出を行うこととなります。 

第７期における介護保険料の算定に影響を与える全国的な制度上の主な変更点として、次のようなものがあげられます。 

 

 

項  目 概  要 備  考 

①  
第１号被保険者及び第２号被保険者の

負担率 

第１号被保険者：第２号被保険者 

２３％：２７％ 

第６期の負担率 

２２％：２８％ 

② 

調整交付金の算定方法変更に伴うもの 第１号被保険者に占める後期高齢者の割合が全国的に高くな

ると予測されており、特に年齢が高い高齢者が多い市町村に

対して更に重点的に配分するもの 

 

③ 
介護報酬改定に伴うもの 介護報酬改定については、社会保障審議会介護給付費分科会

で審議中であり詳細については、未決定 

給付費分科会で審議中 

④ 
一定以上所得者の利用者負担の見直し 一定以上の所得がある第１号被保険者の利用者負担を３割と

するもの 

政令の改正により所得基準決定 

（現時点、政令未公布） 

⑤ 
第１号介護保険料の公費による保険料

軽減の強化 

低所得者の保険料軽減のため、公費を投入するもの 

公費財源（国 １／２、県 １／４、介護保険者 １／４） 

現時点、軽減範囲は未定 

⑥ 介護離職ゼロに対する給付費増 介護離職ゼロを目標に介護基盤を整備するもの  

⑦ 地域医療構想との整合に伴う給付費増 療養床削減に伴う介護保険施設への転換  

⑧ 保険料段階について 第７～９段階に係る基準所得金額の変更  
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② 調整交付金の算定方法変更に伴うもの 
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④ 一定以上所得者の利用者負担の見直し 
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⑤ 第１号介護保険料の公費による保険料軽減の強化 
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⑥ 介護離職ゼロに対する給付費増 
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⑦ 地域医療構想との整合に伴う給付費増 
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３ 介護保険料に影響する佐賀中部広域連合における施策要因 

 

前述のとおり、第７期における介護保険料を算定するにあたっては、国の方針に則り、政令等に準拠した算出を行うこととします。 

これに付して、保険料算定に影響を与える佐賀中部広域連合における要因として次のようなものがあげられます。 

 

 

項  目 概  要 備  考 

① 第１号被保険者数の増加 

第７期における平均値 

（推計値）９７，４０７人 

第６期事業計画策定時の平均値 

（推計値）９３，１３０人 

（実績値）９２，９９２人 

② 保険料段階について 
第６期における上位所得者への負担増の継続（施策） 

第７～９段階に係る基準所得金額の変更（制度：再掲） 

次頁：対照表 

③ 給付費基金取崩し 
基金を取崩し、第７期における保険料収納額の一部にあ

て、保険料の上昇を抑える 

 

④ 総給付費の伸び 

・認定者数（受給者数）の増加 

・居住系施設の増床 

増床数については佐賀県と協議中 
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■ 保険料段階の比較（第６期及び第７期） 

第６期事業計画における保険料段階 
 

第７期事業計画における保険料段階（予定） 

段階 要件 料率 
 

段階 要件 料率 

第１段階 
生活保護者、老齢福祉年金で世帯全員非課税及び

世帯全員非課税・年金＋所得が 80万円以下 
0.5 

 
第１段階 

生活保護者、老齢福祉年金で世帯全員非課税及び

世帯全員非課税・年金＋所得が 80万円以下 
0.5 

第２段階 世帯全員非課税で年金＋合計所得が 120万円以下 0.75 
 

第２段階 世帯全員非課税で年金＋合計所得が 120万円以下 0.75 

第３段階 世帯全員非課税で上記を除く 0.75 
 

第３段階 世帯全員非課税で上記を除く 0.75 

第４段階 
本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で年金

＋所得が 80万円以下 
0.9 

 
第４段階 

本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で年金

＋所得が 80万円以下 
0.9 

第５段階 
本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で上記

を除く 
1 

 
第５段階 

本人非課税（世帯内に課税者がいる場合）で上記

を除く 
1 

第６段階 本人課税所得が 120万円未満 1.2 
 

第６段階 本人課税所得が 120万円未満 1.2 

第７段階 本人課税所得が 120万円以上 190万円未満 1.3 変更 第７段階 本人課税所得が 120万円以上 200万円未満 1.3 

第８段階 本人課税所得が 190万円以上 290万円未満 1.5 変更 第８段階 本人課税所得が 200万円以上 300万円未満 1.5 

第９段階 本人課税所得が 290万円以上 400万円未満 1.7 変更 第９段階 本人課税所得が 300万円以上 400万円未満 1.7 

第 10段階 本人課税所得が 400万円以上 600万円未満 1.9 継 第 10段階 本人課税所得が 400万円以上 600万円未満 1.9 

第 11段階 本人課税所得が 600万円以上 2.1 続 第 11段階 本人課税所得が 600万円以上 2.1 

 

 


